












































































































































と乳がん死亡者数が 2011 年より 12 年にかけ
てはじめて減少に転じたと報じられた。すなわ
ち、乳がんの死亡率は、11 年に 10 万人あた
り 19.7 人と過去最高値であったのに、12 年に



























































































し、国民は頻回に Breast Cancer Awareness の
言葉を目にすることになる。乳がん関連の米国



























しい記載がある（Medical Tribune 39(43):82, 














た結果、ついに Breast Cancer Research Stamp 
Act は 1997 年下院を通過し、同年成立の運び
となった。彼はさらに全世界に Fund the fight. 
Find a cure. （乳がんとの戦いとのために資金
を！　治療をめざして）のメッセージを伝える
ため、同一図案の切手発行を各国に呼び掛けて
いる。彼の祖国ハンガリーを始めとして賛同国
は 10 カ国をこえている。
　話が横道に逸れたが、今や全国に数えきれな
いピンクリボン団体が設立されている。市民団
体のみならず、さまざまな企業や行政、メディ
アも加わり多彩な活動が繰り広げられている
（表２）。メディア参加の意義はことのほか大き
く、テレビでもニュースや情報番組でも頻繁に
乳がんを取り上げ、内容のレベルの高さはとも
かくとして女性誌などでも頻回に取り上げられ
表２　各種乳がん啓発活動
民間の変化
　各地にピンクリボン団体が登場し、運
動が全国的に拡大
　患者サポート団体の増加
行政の変化
　2000 年マンモグラフィ併用検診
　2005 年マンモグラフィ緊急整備事業
　2007 年がん対策基本法で検診受診率
の目標を 50％に設定
　2009 年無料クーポンによる個別勧奨
企業の変化
　医療・医療機器メーカー、女性をター
─ 24 ─
るようになった。乳がん体験者である女性タレ
ントを起用した講演会も集客力に大きく影響し
ている。考えてみれば、米国もこうした一連の
活動の隆盛期間を経て今日何とか乳がん死の低
下を実現したのである。
　さて、最後に子どもへのがん教育の意義につ
いて考えてみたい。2012 年６月策定の第２期
がん対策推進基本計画では子供へのがん教育の
推進が盛り込まれた。これを受けて 2013 年文
科省は「がんの教育に関する検討委員会」を立
ち上げた。子どもに対するがん教育では、がん
に関する基礎的な知識や検診の重要性を国民の
常識として教育に採り入れるという本来の意義
以外に、子から親への逆世代教育の副次的効果
も期待しうる。学校で乳がん検診の重要性を教
育された子どもたちが母親の乳がん検診受診を
後押しすることは十分に考えられる。日本対が
ん協会と朝日新聞社の主催で学校現場に医師や
専門家を派遣して中高生対象にがんの知識を提
供する「ドクタービジット」がにわかに活発化
しているという。禁煙活動、薬物濫用・エイズ
防止などにおいて未成年層への教育が一定の成
果をあげたことを考えると、学校でのがん教育
が案外わが国の乳がん死減少に寄与する切り札
となるかも知れない。
　人類と乳がんとの戦いはまだ当分の間続くで
あろう。ここ 10 年くらいの将来展望として、
目の覚めるような新薬の登場は望めそうもな
い。メディアや学校教育を通しての啓発活動が
とりあえずの打開策だと思うのだがいかがであ
ろうか。
　ゲットにした企業が社会貢献活動や販
売活動としてピンクリボン活動を支援
メディアの変化
　テレビ（ニュース、報道番組）や女性
誌で乳がんが取り上げられる機会の増
加女性タレントの告白や講演による関
心の高まり
　乳がんを主題にした映画・ドラマ
（島田菜穂子・他　ピンクリボン運動を始めとす
る全国乳がん啓発活動実態調査―日本乳癌検診
学会広報委員会ピンクリボン活動小委員会予告．
日本乳癌検診学会誌　22:82-85, 2013 を参考に
筆者が作成）
